
第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書

住所（法人にあ
ま

の所在地）

氏名（法人にあ
ては．名称及び代

表番の氏稿）

事業者の主たる

業種

２０～2２ 鉄道事業部門 【ＨｒＴＷ■￣【ＨｒＴＷ■￣

２０～2２ 鉄道事業部門

２０～2２ 鉄道事業部門 Ｕｔｉ Ｕｔｉ Ｕｔｉ Ｕｔｉ 

注１該当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外の事業者の方はし印の記入は不要です。

２「基箪年度」とは計画期間の前年度を、「目標年度」とは計画期間の最終年度を、「報告年度」とは計闘期間のうち、今回報告の対象となる年度をいいます。

３「事業所等排出区分」とは京鰯府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、「輸送111両排出区分」とは自動車運送躯業者については使用の本拠の位囲を京都府内とする
車両の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車両又は旅客車両の排出する温室効果ガスを、「その他排出区分」とは上記以外の京都府内における事業所等の駆業活動に伴い発生する温室
効果ガスをいいます。

４「原単位当たりの温室効果ガス排出、等」の「用途区分」には、○○工闘、事務所などの用途をi､入してください。「原単位の指標」には、分子の「二酸化炭素換算」の下に分母となる指標（生産数ｍ、延べ床
面稲、走行距離等）を記入してください。

５「その他の地球温暖化対魔による温室効果ガスの削減迅等」のうち「森林の保全及び整鯛」の「目標年度（計画）」楓には計画期間中の目標の累計を、「報告年度（実繊）」欄には実綱の累叶を記入してくださ
い。

６「特記事項」には、平成２年度（１９９０年度）を基YIHとした排出趣の対比や、省エネ製品開発など他者の温室効果ガス排出削減への貢献、グリーン飼達の採用、特定フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの
削減などを記入してください。

住所（法人にあっ
ては、主たる事務

所の所在地）
大阪市中央区大手前１丁目７番３１号

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代
表者の氏名）

京阪電気鉄道株式会社代表取締役社長加藤好文

事業者の主たる
業種 鉄軌道事業

該当する事業者
要件 「京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1500キロリットル以上））

p需籍Ii磯fili暖化対策条例施行規則第'0条第２号又は第３号該当事業者(大規模運送事業者(ﾄﾗｯｸ又はﾊﾟｽ'00台以上/ﾀｸｼｰ'50台以上/鉄道車
「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成２０年４月～平成２２年３月

基本方針

京阪環境マネジメントシステムに基づき、エネルギー効率の改善並びに使用エネルギーの改善に取組み、運転用電力量の原単位の対前年比１％の削減を
目指す。

推進体制
京阪環境マネジメントシステム体制に基づき、実施計画の策定、例月の進捗管理を実施する。

環境マネジメントシステム名称 ＩＳＯ１４００１ 

適用範囲 鉄軌道事業、不動産事業

取得年月日 平成16年３月15日

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の状況

年度

20～2２ 

20～2２ 

20～2２ 

設備、対象、工程等

鉄道事業部門

鉄道事業部門

鉄道事業部門

措置内容

運行列車・駅・事務所等の空調設備温度設定（夏季２６℃、冬季２０℃）の管理

省エネルギー型信号設備電球への更新（ＬＥＤ化）（〈22〉信号機１９台更新）

省エネルギー型踏切設備電球への更新（ＬＥＤ化）（〈22〉閃光灯６２個、方向指示器２６台更新）
温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）

(１９）年度
(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）

(２２）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(計画）

報告年度（実績）

(２２）年度
(二酸化炭素換算）

増減率

(実績）

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

92,ｌ５Ｌ６ｔ 99,422.7ｔ 7.9％ 93,370.9ｔ Ｌ３％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

＊１ ９２，１５１６ｔ ＊２ 99,422.7ｔ 7.9％ ＊４ 93.370.9ｔ Ｌ３％ 

中之島線開業（平成20年10月19日）に伴う使用電力量の大幅な増加を見込んでいたが、省エネ車両（新型車両3000系）の導入や環境マ
ネジメントシステムに基づく各種削減に取り組んだ結果、基準年度比1.3％増にとどまった。また、２１年度の増減率（＋０５％）に比べ
22年度の増減率（＋1.3％）が増加した原因は、２２年夏季の異常気象に伴い冷房使用趣が増加し、運転用及び付帯用電力量が増加した
為である。

原単位当たりの

温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

鉄軌道事業
二酸化炭素換算

(車両走行距離）
二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実紙）

q000709t-CO2/k、 OOOO688t-CO2/k、 -3.0％ 0.000684ｔ-CO2/k、 -3.5％ 

％ ％ 

％ ％ 

zz牛臭李の異濡気象による冷房使用iik増加に件つ運転用電力iikの増加があったものの、中之島線開業時（平成20年10月19日）より導入
された省エネ車両（新型車両3000系）や環境マネジメントシステムに基づく各種削減により、計画増減率－３．０％以上を達成すること
ができた。

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）
取組皿等 (二酸化炭素換算）

(整備面稲） hａ (吸収量） ｔ 

(利用鰹） Iｎコ (削減、） ｔ 

(売砿量） kwｈ (削減量） ｔ 

(熱供給且） GＪ (削減砥） ｔ 

(繭入型） kwｈ (削減通） ｔ 

(鴎入鑓） ｔ (削減、） ｔ 

一一一一一一一一 ＊３ ｔ 

報告年度（実績）
取組、尋 (二酸化炭素換算）

(整徽面稲） hａ (吸収錘） ｔ 

(利用鼠） Iｎ３ (削減戯） ｔ 

(充電型） kwｈ (削減麺） ｔ 

(熱供給趣） GＪ (削減量） ｔ 

(119入量） kwｈ (削減錘） ｔ 

(蹴入型） ｔ (削減趣） ｔ 

＊５ ｔ 

差引排出量

(排出合Hf－削減等合計）

基準年度（実績）

＊1 92.151.6ｔ 

目標年度（計画）

仏2)－１'3）99.422.7ｔ

増減率（計画）

7.9％ 

報告年度（実績）

(04)－㈹5） 93,370.9ｔ 

増減率（実績）

1.3％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

特記事項 訂囲ＷＩ同におい~し央施リノモーの也地鍬Y品瞳化対東摘極

･老朽化空調設備の省エネルギー型への更新（〈22〉１５台）
平成23年度以降も順次、信号設備及び踏切設備の電球ＬＥＤ化を実施予定。
平成23年５月のダイヤ改正に伴い列車及び車両基本走行キロ減少
【対旧ダイヤ比】・列車基本走行キロ平日：－４．７％、土休日：－１．７％・車両基本走行キロ平日：－４．３％、土休日：－Ｌ３％


